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12 月 14 日の衆院選挙は消費税引上げの 1 年半延期の当否を問う選挙だという。何と

も説得力のない話ではある。今日本の政治が国民に問わねばならぬ最も喫緊の課題は 2
年前に一応の国民的合意ができた筈の「社会保障と税との一体改革」に明確な数値目標

を付して、それへの支持を求めることではないのか。 

世界経済では米国と中国の二人勝ちの様相が明白になっている。米国経済はゆっくり

としかし着実に回復している。金融緩和で触発された株価上昇が企業投資と個人消費を

支えている。公平で競争的で創造的な企業社会は依然健在である。生産年齢人口は増加

しておりシェール革命等で生産性も向上している。中期的には 3％前後の GDP 成長率

を確保できるだろうと予想されている。 

中国では習近平政権による経済・社会両面での改革が進行している。経済面では投資

抑制による成長率 7％前後への軟着陸はほぼ順調に進んでいると云って良いだろう。一

方、金融改革と人民元国際化は予想以上のスピードで進んでいる。10 年以内に人民元

がアジアの主要通貨に、そして上海が主要国際金融センターに成長する公算が大きい。 

政治・社会面の改革はまだ明確でない。汚職追放の第一ラウンドは終わったようだが、

今後どう進展するか判らない。そして、政治・社会改革の根幹である共産党独裁体制そ

のものにどういう変化が起るのかは、習体制の次か次の次の世代にならねば判らぬだろ

う。それ迄中国経済は現在の路線に沿った近代化を続けて行くと思われる。 

米・中と比較すると日本と欧州の状況は残念ながら見劣りがする。云う迄もなく、成

長率を支えるのは生産年齢人口、労働生産性、設備投資の 3 つの要素である。日本は人

口は減るばかり、投資もふえないとなると、潜在成長率はゼロに近いと云われる。とい

うことは、このままだと十年後に米国経済は日本の 8 倍、中国経済は日本の 5 倍という

ことになる。図体だけ大きくても仕方ないと云うのは格好は良いが、社会保障も払えな
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くなることを忘れてはなるまい。 

日本経済は危機的な将来に直面しているのである。アベノミクスはまだ本当の第一歩

なのである。その第一歩すらもたついているのは、国民が真剣に将来を見る機会が与え

られていないからではないか。老人たちはどうせ自分達は死ぬんだから将来は関係ない

と思い、若者達は将来は自分達のものだという実感を持っていない。これを変えられる

のは政治家とメディアだろう。長期政権というのは、その間に大事な改革が行われるの

なら、貴重な機会である。民主主義というのは、国民が政治家を信用するか、政治家が

その信用に値するかを試す試行錯誤の繰返しなのだから。  

（株式会社マネーパートナーズ ホームページへの寄稿） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Copyright 2014 Institute for International Monetary Affairs（公益財団法人 国際通貨研究所）   
All rights reserved. Except for brief quotations embodied in articles and reviews, no part of this publication may be 
reproduced in any form or by any means, including photocopy, without permission from the Institute for International 
Monetary Affairs. 
Address: 3-2, Nihombashi Hongokucho 1-chome, Chuo-ku, Tokyo 103-0021, Japan 
Telephone: 81-3-3245-6934, Facsimile: 81-3-3231-5422 
〒103-0021 東京都中央区日本橋本石町 1-3-2 
電話：03-3245-6934（代）ファックス：03-3231-5422 
e-mail: admin@iima.or.jp 
URL: http://www.iima.or.jp 

当資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、何らかの行動を勧誘するものではありません。ご利

用に関しては、すべて御客様御自身でご判断下さいますよう、宜しくお願い申し上げます。当資料は信頼できる

と思われる情報に基づいて作成されていますが、その正確性を保証するものではありません。内容は予告なしに

変更することがありますので、予めご了承下さい。また、当資料は著作物であり、著作権法により保護されてお

ります。全文または一部を転載する場合は出所を明記してください。 

2 
 

mailto:admin@iima.or.jp
http://www.iima.or.jp/

	Address: 3-2, Nihombashi Hongokucho 1-chome, Chuo-ku, Tokyo 103-0021, Japan

